
（
登
録
申
請
書
の
添
付
書
類
の
記
載
事
項
等
）

第
六
十
一
条

法
第
四
十
二
条
第
二
項
第
五
号
の
主
務
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
と
す
る
。

（
新
設
）

一

発
行
済
株
式
総
数
の
百
分
の
五
以
上
の
株
式
を
有
す
る
株
主
又
は
出
資
の
額
の
百
分
の
五
以
上
の
額
に
相

当
す
る
出
資
を
し
て
い
る
者
の
商
号
若
し
く
は
名
称
又
は
氏
名
、
住
所
及
び
そ
の
有
す
る
株
式
の
数
又
は
そ

の
者
の
な
し
た
出
資
の
額
並
び
に
役
員
が
法
人
で
あ
る
と
き
は
、
当
該
法
人
の
商
号
又
は
名
称
並
び
に
当
該

役
員
の
職
務
を
行
う
べ
き
者
の
氏
名
及
び
住
所

二

役
員
、
令
第
十
条
で
定
め
る
使
用
人
及
び
事
務
所
ご
と
に
置
か
れ
る
法
第
五
十
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用

す
る
法
第
十
七
条
第
一
項
に
規
定
す
る
者
の
略
歴
又
は
沿
革
並
び
に
第
二
十
一
条
第
一
項
に
規
定
す
る
要
件

に
該
当
す
る
者
に
関
す
る
事
項

三

小
規
模
不
動
産
特
定
共
同
事
業
の
業
務
を
執
行
す
る
た
め
の
組
織
に
関
す
る
事
項

２

法
第
四
十
二
条
第
一
項
の
登
録
申
請
書
に
は
、
法
第
四
十
二
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
書
類
の
ほ
か
、
次
に

掲
げ
る
書
類
を
添
付
す
る
も
の
と
す
る
。

一

法
第
四
十
四
条
第
一
号
、
第
四
号
、
第
五
号
及
び
第
八
号
に
該
当
し
な
い
こ
と
を
誓
約
す
る
書
面

二

直
前
二
年
の
各
事
業
年
度
の
貸
借
対
照
表
及
び
損
益
計
算
書
又
は
こ
れ
ら
に
代
わ
る
書
面

三

法
人
税
の
直
前
二
年
の
各
年
度
に
お
け
る
納
付
す
べ
き
額
及
び
納
付
済
額
を
証
す
る
書
面

３

法
第
四
十
二
条
第
二
項
第
三
号
に
掲
げ
る
書
面
、
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
書
類
及
び
前
項

第
一
号
に
掲
げ
る
書
類
の
様
式
は
、
別
記
様
式
第
十
四
号
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

（
提
出
す
べ
き
書
類
の
部
数
）

第
六
十
二
条

法
第
四
十
一
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
主
務
大
臣
又
は
都
道
府
県
知
事
の
登
録
を
受
け
よ
う
と
す

る
者
が
法
第
四
十
二
条
及
び
前
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
提
出
す
べ
き
登
録
申
請
書
及
び
そ
の
添
付
書
類
の
部

数
に
つ
い
て
は
、
第
九
条
の
規
定
を
準
用
す
る
。

（
新
設
）

（
小
規
模
不
動
産
特
定
共
同
事
業
者
登
録
簿
の
登
載
事
項
）

第
六
十
三
条

法
第
四
十
三
条
第
一
項
第
一
号
の
主
務
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。

（
新
設
）

一

第
六
十
条
第
一
項
第
二
号
に
掲
げ
る
事
項

二

法
第
四
十
二
条
第
一
項
の
登
録
又
は
法
第
四
十
六
条
第
一
項
の
変
更
登
録
に
係
る
対
象
不
動
産
変
更
型
契

約
に
係
る
不
動
産
特
定
共
同
事
業
契
約
約
款
の
有
無

三

法
第
五
十
一
条
第
一
項
若
し
く
は
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
指
示
又
は
法
第
五
十
二
条
第
一
項
若
し
く
は
第

二
項
の
規
定
に
よ
る
業
務
停
止
の
命
令
が
あ
っ
た
と
き
は
、
当
該
指
示
又
は
命
令
の
年
月
日
及
び
内
容

（
財
産
的
基
礎
及
び
人
的
構
成
）

第
六
十
四
条

主
務
大
臣
又
は
都
道
府
県
知
事
は
、
法
第
四
十
四
条
第
八
号
に
規
定
す
る
小
規
模
不
動
産
特
定
共

同
事
業
を
適
確
に
遂
行
す
る
に
足
り
る
財
産
的
基
礎
及
び
人
的
構
成
を
有
す
る
法
人
で
あ
る
か
ど
う
か
を
審
査

す
る
と
き
は
、
法
第
四
十
二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
登
録
の
申
請
を
し
た
者
が
次
に
掲
げ
る
基
準
に
適
合
す

る
か
ど
う
か
を
審
査
す
る
も
の
と
す
る
。

（
新
設
）

一

財
産
的
基
礎
が
次
に
掲
げ
る
全
て
の
要
件
に
該
当
す
る
こ
と
。

イ

そ
の
有
す
る
借
入
金
の
全
部
又
は
一
部
が
、
次
の
い
ず
れ
に
も
該
当
し
な
い
こ
と
。

元
本
又
は
利
息
の
弁
済
の
見
込
み
が
な
い
も
の

元
本
又
は
利
息
の
支
払
が
約
定
支
払
日
の
翌
日
か
ら
三
月
以
上
遅
延
し
て
い
る
も
の
（

に
掲
げ
る

も
の
を
除
く
。）

経
営
再
建
を
図
る
こ
と
又
は
支
援
を
受
け
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
、債
権
者
と
の
間
で
金
利
の
減
免
、

利
息
の
支
払
猶
予
、
元
本
の
返
済
猶
予
、
債
権
放
棄
そ
の
他
の
自
己
に
有
利
と
な
る
取
決
め
を
行
っ
た

も
の
（

及
び

に
掲
げ
る
も
の
を
除
く
。）
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